



































































・元帳（第15, 16, 25, 27, 28, 29, 33, 34章）




















































































































































ルコトヲ要ス / 一 開業ノ時及毎年一回一定ノ時期
ニ於ケル営業上ノ財産及其ノ価額，会社ニ在リテハ
成立ノ時及毎決算期ニ於ケル営業上ノ財産及其ノ価

























































































































































ければならない。/ 一 目的 / 二 名称 / 三 事務所の



























































項を規定しなければならない。/ 一 目的 / 二 名称
/ 三 本店及び支店の所在地 / 四～八（省略）/ 九 



























的 / 二 名称 / 三 事務所の所在地 / 四～六〈省略〉































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































の費用と収益の比較表（損益計算書 Gewinn- und 
Verlustrechnung）を作成しなければならない。／
③貸借対照表と損益計算書は年次決算書（Jahresab-
schluß）を成す。
第243条以下，省略。
○このように，ドイツ商法の新規定では，会計帳簿と
財産目録が組んで最初に規定され，それに続いて貸借
対照表等の年次決算書に関する規定が来る。前者の組
み合わせと位置づけからは，会計の原点の再認識が窺
える。これと同じことは，上に紹介したフランス商法
の新規定についてもいえる。ここでも財産目録は，年
次計算書に先立つ存在であり，会計記録（会計帳簿）
16
と一緒に年次計算書作成の基礎を成すとされている。
なお，ドイツの現行商法において，紹介した諸条文
は，その文言及び位置（章節条）とも変わっていな
い。フランスの現行商法において，紹介した第8条
は，文言は不変だが位置が変わり，（第1編商一般　第
2章商人　第3節商人の一般的義務　第2款商人の会計）
第 L123―12条となっている。
Ⅸ．まとめと提言
Ⅸ―1．まとめ
以上の本論（Ⅱ～Ⅷ）の要点は次のようにまとめら
れる。
（1）会計帳簿と財産目録は会計の原点である。歴史的
にも，会計帳簿と財産目録は古くから存在した。これ
らは，活字による最古の簿記書（パチオリ著『スン
マ』1494年）に見られ，近代商法の嚆矢となった1673
年フランス商事勅令で制度化された。その後，会計帳
簿と財産目録はヨーロッパ諸国で商法の商業帳簿制度
の中心に位置づけられ，明治期に制定した日本商法も
これに倣った。（Ⅱ）
（2）会計帳簿の本質は取引記録（取引事実の歴史記
録），財産目録の本質は財産実在記録（財産の実在を
調査した記録）である。会計帳簿と財産目録の制度
は，これにより一期間の財産変動（取引）と期末の財
産在高の正当性（の有無）が判明するので，商人（債
務者）が破産した場合に債権者に対して負う会計責任
の遂行に不可欠である。さらにこの制度は，より広
く，財産の受託者が委託者に対し会計責任を遂行する
上で不可欠である。（Ⅲ）
（3）わが国商法の商業帳簿（第1編第5章）にあった財
産目録は，昭和49年（1974）改正で削除されてしまっ
た。会社法（平成17年（2005）～）でも株式会社の
「計算等」（第2編第5章）に，（会計帳簿はあるが）財
産目録はない。民法では平成18年改正前，法人（第1
編第2章）に財産目録の作成を義務づけていたが，会
計帳簿への言及はなかった。この不備は（民法から法
人の設立・管理・解散について引き継いだ）一般社
団・財団法人法及び公益法人認定法（平成18年～）で
正されて，総ての法人に会計帳簿の作成義務が，公益
法人にはさらに財産目録の作成義務が定められた。
（Ⅳ―1～Ⅳ―2）
（4）政府（府省）所管の特殊法人は現在32法人ある
が，このうち（日本放送協会など）6法人を除いて，
（日本郵政株式会社など）26法人の各関係法（日本郵
政株式会社法など）は，財産目録の作成を規定せず，
会計帳簿の作成についてもほとんど言及していない。
他の6法人及び（日本銀行など）2つの認可法人の関係
法にも，会計帳簿の作成義務が明確になっていないも
のがある。（Ⅳ―3）
（5）特殊法人等の（入手できた）定款を見ると，ほと
んどの定款に財産目録はあるが，会計帳簿への言及は
ない。これは，関係法令の内容を反映している。例外
として，日本赤十字社の関係法令に財産目録があるの
に，日本赤十字社定款には財産目録がない。（Ⅴ）
（6）一般に法人で経理規程を公開するものは稀であ
る。特殊法人等のうちでは，日本銀行「会計規程」と
NHK「経理規程」が公開されている。日本銀行会計
規程には，会計帳簿（伝票及び帳簿）と財産目録の規
定がある。ただし，伝票及び帳簿の種類・名称・様式
は別に定めるとされていて，この別の定めは公開され
ていない。NHK 経理規程は詳細であり，この点で模
範的である。広義の会計帳簿は，原始記録とされる会
計伝票などを含む。狭義の会計帳簿と会計伝票につい
ては，保存期間を定めている。財産目録は，10種類か
ら成る決算諸表の冒頭に位置する。（Ⅵ）
（7）公益法人会計基準はこれまで4回公表されてき
た。昭和52年基準と昭和60年基準は会計帳簿と財産目
録を含んでいたが，財産目録の作成方法（実地調査）
への言及がない。平成16年基準からは，会計帳簿を外
して，もっぱら財務諸表作成の基準となった。そして
平成20年基準は，財産目録を財務諸表から外し，作成
すべき書類の最後に置いた。会計の原点（会計帳簿と
財産目録）から見て，いずれの公益法人会計基準にも
不備がある。（Ⅶ）
（8）フランスとドイツの商法の商業帳簿規定は1980年
代に改正されたが，そこには会計の原点の再認識が窺
える。とくにドイツ商法の新規定では，このことが条
文構成（節だて）によく出ている。すなわち，会計帳
簿と財産目録が組んで最初（の節）に規定され，その
17会計帳簿と財産目録―会計の原点とその現状―
後に貸借対照表等の年次決算書に関する一連の規定
（の節）が来る。（Ⅷ）
Ⅸ―2．提言
本稿で取り上げた関係法令（Ⅳ），特殊法人等の定
款（Ⅴ）及び経理規程（Ⅵ），公益法人会計基準（Ⅶ）
について，改善すべき内容について提言を行う。
（1）政府（府省）所管の特殊法人等の各関係法におけ
る（会計帳簿と財産目録に関する）現状は上（Ⅸ―1
（4））のとおりである。これらの関係法で，会計帳簿
と財産目録の作成義務に言及していないものは，法の
不備であり，それらの作成義務を規定すべきである。
それらをすでに規定している関係法であっても，会計
帳簿の作成義務について規定の解釈によるものがある
ので，この点は改善（作成義務を明定）すべきであ
る。
（2）特殊法人等の定款における（会計帳簿と財産目録
に関する）現状は上（Ⅸ―1（5））のとおりである。こ
れらの法人の定款には，すでにある財産目録に加えて
（それ以前に），会計帳簿の作成を規定すべきである。
日本赤十字社定款は，会計帳簿と財産目録の作成につ
いて規定すべきである。なお，特殊法人等で定款を公
開していない法人があるが，これは問題である。これ
らの法人は，直ちに定款は公開すべきである。
（3）法人の経理規程の公開が稀である中で，公開され
ている日本銀行会計規程と NHK 経理規程の状況は上
（Ⅸ―1（6））のとおりである。日本銀行会計規程は，
（同規程にいう）「別の定め」と一体となって本来の経
理規程といえよう。この点から，日本銀行はこの「別
の定め」の公開が望ましい。そもそも，特殊法人等は
（定款とともに）経理規程も公開すべきであろう。
（4）公益法人会計基準の設定・改正の経緯は上（Ⅸ―1
（7））のとおりである。公益法人会計基準は，財務諸
表の作成に限定した現在の内容から，かつてのように
会計帳簿の作成を含む内容へ回帰すべきである。その
上で，（財務諸表から区別された）財産目録は会計帳
簿と関係づけて規定されるべきである。上（Ⅸ―1
（8））にまとめたフランス商法とドイツ商法の商業帳
簿の新規定は，この模範であり，大いに参考になる。
 （本文　完）
注
1）筆者（安藤）が公表してきた関係論文等
　① 「財産目録と貸借対照表―初期商法に見る両者の関係―」　
『一橋論叢』79巻3号，1978年3月
　② 「商法における財産目録の復権」　『一橋論叢』99巻1号，
1988年1月
　③ 「ドイツの商人文化と簿記書」　『企業会計』42巻5号，
1990年5月
　④ 「（会計時評）商法および簿記書に財産目録の復活を！」　
『企業会計』45巻8号，1993年8月
　⑤ 「（会計余話）財産と財産目録をめぐって」　『産業経理』
63巻4号，2004年1月
　⑥ 「（巻頭言）公益法人会計の財産目録に希望！」　『産業経
理』72巻3号，2012年10月
　⑦ 「会計制度における財産目録の危機的状況と復活論」　『會
計』183巻5号，2013年5月
2）前注1）拙稿②参照
3）前注1）拙稿③ ④ ⑦参照
4）片岡義雄著『パチョーリ「簿記論」の研究〔改訂版〕』森山
書店，1963年／本田耕一訳『パチョリ簿記論』現代書館，
1975年参照。なお，この原著者名（Pacioli）の表記には，パ
チオリ，パチョーリ，パチョリ，パツィオリがある。最近は
パチョーリが主流であるようだが，わが国最初の邦訳（平井
泰太郎「『ぱちおり簿記書』研究」神戸会計学会編『会計学
論集』第4集，1920年）を尊重すべきであると考えて，筆者
はパチオリとする。
5）安藤英義著『新版 商法会計制度論』白桃書房，1997年，
pp.12～20参照
6）岸悦三著『会計生成史―フランス商事王令会計規定研究―』
同文舘，1975年，p.202参照
7）安藤，前掲書，pp.20～44参照
8）前注1）拙稿②参照
 （注　完）
